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１－２ 港湾の沿革 

安政６年（1859 年）に開港した横浜港は、我が国の文明開化の窓口として政治・経済・文化

に先進的な役割を果たしてきた。横浜港の開業当時の取扱貨物は、輸出が生糸、茶、油、銅類、

菜種、輸入は綿・毛織物、亜鉛、錫などであり、その後、生糸・茶葉の貿易の伸長とともに、

開港 10 年目の明治元年（1868 年）には、全国輸出入額の８割を占めるという飛躍的な発展を

遂げ、商業港としての基盤を形成した。 

明治の末頃からは、現在の鶴見区や神奈川区の海岸沿いの埋立が進み、重化学工業地帯が形

成され、横浜港は次第に商業港と工業港の性格を併せ持つようになった。 

近年の横浜港は、大型コンテナ船が着岸する本牧ふ頭、大黒ふ頭、南本牧ふ頭が整備され、

日本を代表する国際貿易港としての発展を続けている。また、かつての主力埠頭であった高島

ふ頭、新港ふ頭は、みなとみらい 21 地区として、赤レンガ倉庫などの商業施設や親水性のある

市民利用施設として整備され、賑わいの場、憩いの場として大きく生まれ変わっている。 

 

横浜港略年表 

1853（嘉永６）年 米国ペリー提督浦賀来航 

1854（嘉永７）年 日米和親条約（神奈川条約）締結 

1858（安政５）年 日米修好通商条約締結 

1859（安政６）年 横浜開港、東・西波止場建設 

1868（明治元）年 神奈川県設置 

1872（明治５）年 新橋～横浜間に日本初の鉄道が開通 

1889（明治 22）年 横浜に市制が布かれる 

1894（明治 27）年 鉄桟橋（大さん橋の原型）完成 

1909（明治 42）年 開港 50 年、市歌発表、市章制定 

1917（大正６）年 新港ふ頭完成 

開港記念横浜会館（現・横浜開港記念会館「ジャックの塔」）完成 

1920（大正９）年 横浜臨港線 東横浜～横浜港（桜木町～新港ふ頭）間開通 

1923（大正 12）年 関東大震災 

1928（昭和３）年 神奈川県庁本庁舎「キングの塔」完成 

1930（昭和５）年 山下公園オープン 

1932（昭和７）年 山内ふ頭完成 

1934（昭和９）年 横浜税関「クイーンの塔」完成 

1936（昭和 11）年 臨海工業地帯（恵比須町・宝町・大黒町）完成 

1945（昭和 20）年 第２次世界大戦終戦、瑞穂ふ頭完成 

1950（昭和 25）年 横浜国際港都建設法公布 

1951（昭和 26）年 横浜市が港湾管理者となる、特定重要港湾に指定 

1956（昭和 31）年 横浜市が政令指定都市となる 

1959（昭和 34）年 開港 100 年、現・横浜市庁舎完成 

1961（昭和 36）年 マリンタワーオープン、大黒町地先埋立完成 
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1963（昭和 38）年 山下ふ頭・出田町ふ頭完成、根岸湾埋立第１期完成 

1964（昭和 39）年 大さん橋国際客船ターミナルオープン、東京オリンピック開催 

1965（昭和 40）年 山下臨港線 横浜港（新港ふ頭）～山下ふ頭間開通 

1968（昭和 43）年 横浜港にフルコンテナ船初入港 

1970（昭和 45）年 本牧ふ頭完成 

1974（昭和 49）年 金沢木材ふ頭完成 

1976（昭和 51）年 扇島埋立完成 

1977（昭和 52）年 金沢地先埋立完成 

1981（昭和 56）年 ㈶横浜港埠頭公社設立 

1984（昭和 59）年 大黒ふ頭第Ⅰ期完成 

1988（昭和 63）年 海の公園オープン 

1989（平成元）年 開港 130 年・市制 100 年、横浜博覧会開催 

横浜ベイブリッジ開通 

1990（平成２）年 大黒ふ頭Ⅱ期完成（大黒ふ頭完成） 

1993（平成５）年 横浜八景島オープン 

横浜ランドマークタワーオープン 

1994（平成６）年 鶴見つばさ橋開通 

1996（平成８）年 横浜港流通センター（Ｙ－ＣＣ）オープン 

横浜ベイサイドマリーナオープン 

2001（平成 13）年 南本牧ふ頭 MC1,2 コンテナターミナル供用開始 

2002（平成 14）年 横浜港大さん橋国際客船ターミナルオープン 

赤レンガパークオープン 

2004（平成 16）年 スーパー中枢港湾に指定 

2005（平成 17）年 京浜港が指定特定重要港湾に指定 

本牧ふ頭 BC コンテナターミナル全面供用開始 

2008（平成 20）年 東京港・川崎港と「京浜三港の広域連携強化に係る基本合意」締結 

臨港幹線道路（臨港パーク～瑞穂）開通 

2009（平成 21）年 開港 150 年、開国・開港Ｙ150 開催 

象の鼻パークオープン、京浜港と八戸港の連携協定締結 

2010（平成 22）年 京浜港が国際コンテナ戦略港湾に選定 

横浜ＡＰＥＣ開催 

2011（平成 23）年 東日本大震災 

横浜港埠頭㈱設立 

2012（平成 24）年 横浜港埠頭㈱が特例港湾運営会社に指定 

2013（平成 25）年

 

臨港幹線道路（みなとみらいトンネル）開通 

客船寄港数が 11 年連続日本一を達成 
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横浜港取扱貨物量の推移、品目別外貿及び内貿公共取扱貨物量の推移は次のとおりである。 

 
図 I-１-4 取扱貨物量の推移 

 

図 I-１-5 品目別外貿公共取扱貨物量の推移 

 

図 I-１-6 品目別内貿公共取扱貨物量の推移  
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表 I-１-３ 埠頭別利用状況（平成 24 年 公共バース、横浜港埠頭株式会社バース） 

地区名 埠頭名 施設諸元 主要取扱貨物等 

大黒ふ頭 大黒ふ頭 -15m ×  700m (２B) 

-13m ×  300m (１B) 

-12m ×1,020m (４B) 

-10m ×2,710m(14B) 

-7.5m×  520m (４B) 

-4.5m×1,620m (４B) 

完成自動車   11,846 千トン 

産業機械        1,417 千トン 

自動車部品      1,222 千トン 

その他          6,015 千トン 

合計           20,500 千トン 

神奈川 出田町ふ頭 -7.5m×  520m (４B) 

-4.5m×  233m (２B) 

野菜・果物      231 千トン 

輸送用容器         １千トン 

合計              231 千トン 

瑞穂ふ頭 -10m ×  170m (１B) 砂利・砂      1,521 千トン 

石灰石          50 千トン 

鋼材                １千トン 

合計            1,571 千トン 

内港 山内ふ頭 -7.5m×  130m (１B) － 

新港ふ頭 -7.5m×  680m (４B) － 

山下ふ頭 山下ふ頭 -12m ×  420m (２B) 

-10m ×1,440m (８B) 

-4.5m×  513m (３B) 

鋼材              122 千トン 

産業機械        92 千トン 

電気機械       32 千トン 

その他             44 千トン 

合計              290 千トン 

本牧ふ頭 本牧ふ頭 -16m×  1,090m (３B) 

-14m×  500m (１B) 

-13m×  1,000m (３B) 

-12m ×1,100m (４B) 

-10m×  1,385m (７B) 

-９m×  145m (１B) 

-5.5m×  100m (１B) 

-4.5m×  215m (２B) 

-2.5m×  887m (２B) 

自動車部品     3,389 千トン 

産業機械         1,987 千トン 

取合せ品         1,918 千トン 

染料等化学工業品  1,790 千トン 

衣服・身廻品など  1,272 千トン 

その他          17,550 千トン 

合計            27,906 千トン 

南 本 牧 ふ

頭 

南本牧ふ頭 -16m ×  700m (２B) 自動車部品     2,084 千トン 

動植物性製造飼肥料    842 千トン 

取合せ品           777 千トン 

その他           8,534 千トン 

合計            12,237 千トン 

金沢 金沢木材ふ頭 -10m ×  187m (１B) 

-5.5m×  355m (４B) 

砂利・砂         452 千トン 

金属くず           156 千トン 

木製品            123 千トン 

その他              32 千トン 

合計               763 千トン 
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所得創出効果
３兆9161億円

31.2％
横浜市内の
所得の合計

12兆5,591億円

雇用創出効果
44万8,278人

31.0％
横浜市内の

雇用者の合計

144万7,092人

１－４ 横浜港の経済効果 

横浜港の有する機能には物流機能、生産機能や観光文化機能がある。これらの産業の経済

活動は、市内所得の約 30％、市内雇用の約 30%と関わっており、横浜港の経済波及効果は、

370 万人市民が暮らす「国際都市横浜」になくてはならないものである。 

 

横浜港の経済波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

直接効果 
直接効果

計 
間接効果 

経済波及効果 

直接効果＋間接

効果 
物流機能 

観光文化

機能 
生産機能

所得創出効果 

(百万円） 

514,815 649,072 1,305,231 2,469,118 1,447,027 3,916,146

4.1% 5.2% 10.4% 19.7% 11.5% 31.2%

雇用創出効果 

 (人）  

62,473 99,405 112,158 274,036 174,242 448,278

4.3% 6.9% 7.8% 18.9% 12.0% 31.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

船舶一隻あたりの経済効果 

 

 

 

 

 

 

出典）横浜港の経済効果（平成 23 年）   

 

※直接効果とは　　： 横浜港が有する物流機能や観光文化機能、生産機能を直接活用し、

事業活動を行う市内企業の生産活動の大きさのこと

※間接効果とは　　： 直接効果を生み出す生産活動の過程で、他の市内企業からの財・サービス

の調達が行われたり、雇用者に支払われる給与等が消費に回されたりする

ことで、市内企業に与える影響の大きさのこと

※所得創出効果とは： 経済効果を粗付加価値額（生産から財・サービスの投入額を差し引いた

もの）で示したもの

※雇用創出効果とは： 経済効果を生産活動に伴い必要とされる雇用者数で示したもの

大型 90,000～99,999 総トン（8,000TEU 型・欧州） 約 2 億 1,610 万円 

中型 50,000～59,999 総トン（4,000TEU 型・北米） 約 6,290 万円

小型 6,000～9,999 総トン（850TEU 型・アジア） 約 2,350 万円

旅客船（50,000 総トンクラス） 経済波及効果 

ワールドクルーズ 約 2 億 1,620 万円 

国内クルーズ 約 5,190 万円

コンテナ船（船型・航路） 経済波及効果 



１－５ 

鉄（１）

横

おり

臨

セス

牧ふ

な

まで

浜市

周辺の交通

鉄道 

横浜市の鉄道

り、広域的に

臨海部におけ

スはバスや自

ふ頭及び南本

なお、横浜都

でを結ぶみな

市高速鉄道４

通網 

道網は、次の

に見ると東京

ける旅客鉄道

自動車に依存

本牧ふ頭に隣

都心部の一体

なとみらい線

４号線（グリ

図 I-１-7

の図のとおり

京を中心とし

道は、各駅と

存している。

隣接する横浜

体化や交通利

線が 2004 年２

ーンライン

7 横浜市周

10 

である。横

した放射状網

埠頭施設や

貨物鉄道は

浜本牧駅を拠

利便性の向上

２月に開業し

ン）の整備が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺鉄道網（

横浜駅を中心

の一部とな

や臨海部工場施

本牧ふ頭と根

拠点に海上コ

上を図る路線

した。また、

進められ、2

（平成 26 年７

根岸駅 横浜

として放射状

っている。 

施設とは近接

根岸駅とが接

ンテナの鉄道

として、横浜

日吉～中山

2007 年度に

７月現在） 

浜本牧駅 

状に整備がな

接しておらず

接続されてお

道輸送を行

浜から元町

を路線区間

に開業してい

なされて

ず、アク

おり、本

っている。

・中華街

とする横

る。 



道（２）

横

横

空港

び周

して

 

１ 東名

２ 第三

３ 保

４ 横浜

５ 横浜

６ 首都

７ 首都

８ 首都

９ 首都

10 首都

11 横浜

12 横浜

13 横浜

14 横浜

15 国道

16 国道

17 国道

18 国道

19 国道

20 環状

21 臨港

 

 

道路 

横浜市内の主

横浜から東京

港線、首都高

周辺地域の道

ている。 

道 路 

名高速道路 

三京浜道路 

土ヶ谷バイパ

浜横須賀道路

浜新道 

都高速湾岸線

都高速横羽線

都高速大黒線

都高速三ツ沢

都高速狩場線

浜環状北線 

浜環状北西線

浜環状南線 

浜湘南道路 

道１号 

道 15 号 

道 16 号 

道 246 号 

道 357 号 

状２号線 

港幹線 

主要道路網及

京に至る主要

高速湾岸線、

道路網は、国

名 

青

保

パス 保

路 金

保

線 鶴

線 中

線 鶴

沢線 西

線 中

都

線 都

金

栄

鶴

鶴

金

青

鶴

磯

神

 

及び首都圏周

要道路として

国道１号、

国道１号、国

表 I-１-４

青葉区美しが

保土ヶ谷区岡

保土ヶ谷区藤

金沢区釜利谷

保土ヶ谷区常

鶴見区扇島～

中区山下町～

鶴見区大黒ふ

西区高島～保

中区本牧ふ頭

都筑区川向町

都筑区川向町

金沢区釜利谷

栄区田谷町～

鶴見区尻手～

鶴見区市場富

金沢区六浦町

青葉区新石川

鶴見区扇島～

磯子区森～鶴

神奈川区恵比

11 

周辺の幹線道

ては、東名高

国道 15 号及

国道 15 号、国

 

４ 市内主要

市 内 区

が丘～瀬谷区

岡沢町～都筑区

藤塚町～緑区長

谷町～保土ヶ谷

常盤台～戸塚区

～金沢区並木

～鶴見区寛政町

ふ頭～鶴見区生

保土ヶ谷区岡沢

頭～保土ヶ谷区

町～鶴見区生麦

町～青葉区下谷

谷町～戸塚区汲

～戸塚区東俣野

～戸塚区東俣野

富士見町～神奈

町～瀬谷区五貫

川～瀬谷区目黒

～金沢区野島町

鶴見区上末吉

比須町～中区

路網は次の

速道路、第三

及び国道 16 号

国道 16 号等

要道路一覧表

間 

目黒町 

区東山田町

長津田町 

谷区藤塚町

区上矢部町

町 

生麦 

沢町 

区狩場町 

麦 

谷本町 

汲沢町 

野町 

野町 

奈川区青木町

貫目町 

黒町 

町地先 

区本牧ふ頭

「横浜国

とおりである

三京浜道路、

号等があり、

の主要幹線道

幅 

33ｍ

30ｍ

29ｍ

22ｍ

15ｍ

28ｍ

17ｍ

18ｍ

 8.2

18ｍ

19ｍ

42ｍ

29ｍ

21ｍ

27ｍ

町 50ｍ

22ｍ

30ｍ

50ｍ

42ｍ

18～

46ｍ

国際港都建設

る。 

、首都高速横

、また、臨港

道路が都心部

員 備

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

2ｍ 供

ｍ 供

ｍ 整

ｍ 整

ｍ 整

ｍ 整

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 供

ｍ 整

（一部

ｍ 供

～ 

ｍ 

整

（一部供

設計画街路網

横浜羽田

港地区及

部に集中

備 考 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

整備中 

整備中 

整備中 

整備中 

供用中 

供用中 

供用中 

供用中 

整備中 

供用中）

供用中 

整備中 

供用中）

網図 等」 



 

 

図図 I-１-8 

 

横浜市周辺

12 

の主要道路網網（平成26年年７月現在） 

 

(計画・事業中) 



図図 I-１-9 首都圏周辺

13 

 

 

 

の幹線道路網網（平成26年年７月現在） 

 

 



１－６ 

人（１）

横

おり

年頃

 

横（２）

全

神奈

用が

 

産（３）

 ① 就

横

奈川

 

 ② 工

平

く、

 

背後地域の

人口 

横浜市の人口

り、増加傾向

頃まで人口増

横浜港の背後

全国輸出入コ

奈川県が占め

が多くなって

産業の動向 

就業構造 

横浜市の平成

川県及び二次

工業 

平成 21 年度

次いで埼玉

の状況 

口は昭和 55 年

にある。全国

増加が続くと

後圏 

コンテナ貨物

めるほか、東

ており、横浜

成 22 年におけ

次勢力圏も同

における横浜

玉、千葉、茨

図 I-１-10

年の 277 万人

国的には人口

と推計されて

物流動調査（

東京都、千葉

浜港の背後圏

ける産業別就

同様に第三次

浜港の背後圏

茨城の順とな

0 横浜港背

14 

人から、平成

口減少が懸念

ている。 

（国土交通省

葉県、茨城県

圏は東海地方

就業人口構成

次産業の占め

圏の製造品出

なっている。

背後圏の製造

成 26 年の 37

念されるが、横

,H20）によ

県、群馬県、静

方から東北地方

成は，第三次

る割合が 70

出荷額等では

 

造品出荷額等

71 万人(７月

横浜市の将来

ると、取扱貨

静岡県、福島

方までと広域

次産業の比率

0％近くと高

は、神奈川県

(平成24年) 

月１日現在)と

来人口推計で

貨物全体の約

島県、宮城県

域にわたって

率が 75％と高

高くなってい

の出荷額等が

 

となって

では 2015

約４割を

県等の利

ている。 

高く、神

る。 

が最も多

 



 港２．

２－１ 

横浜

良港と

た横浜

開港1

横浜

首都圏

取扱

達して

近年、

我が

込むこ

より、

かな増

一方

国港湾

「京浜

な取組

我が国

この

コンテ

港の輸

ある。

路の充

客に対

ある。

他方

や特徴

努め、

また

水質浄

の環境

さら

災害時

港湾への要

港湾への要

浜港は東京湾

となっている

浜港は、昭和

55年を迎えた

浜港は商港と

圏をはじめ東

扱貨物量は平

ており、その

横浜港を取

が国の経済社

ことが難しい

我が国の貿

増加傾向で推

方、コンテナ

湾において欧

浜三港の広域

組を実行して

国全体の経済

のような情勢

テナ船の大型

輸出の主要品

併せて、埠

充実など国内

対するサービ

 

方、横浜の最

徴のある景観

賑わいと国

た、港内にお

浄化に向けた

境づくり、海

らに、安全・

時に、我が国

請 

要請 

湾の北西部に

る。安政６年

和26年に特定

たところであ

と工業港の両

東日本の広い

平成25年にお

の貿易額は 1

取り巻く情勢

社会は、人口

い状況ではあ

貿易は一層活

推移するもの

ナ船の大型化

欧米との長距

域連携強化に

てきた。また

済・産業を支

勢のもと、国

型化などの海

品目である自

埠頭間及び広

内輸送ネット

ビス向上のた

最大の観光資

観を活用した

国際性あふれ

おける自然環

た取組みや、

海洋性レクリ

安心につい

国の経済及び

に位置してお

年（1859年）

定重要港湾に

ある。 

両面を併せ持

い地域の経済

おいて、外貿

10兆9,217億

勢が変化して

口減少・高齢

あるものの、

活発化し、横

のと予想され

化やアジア諸

距離基幹航路

に係る基本合

、平成22年に

支える上で、

際基幹航路や

海運動向に的

自動車関連貨

広域幹線道路

トワークの強

ため、ハード

資源である港

たウォーター

れる横浜港を

環境への関心

誰もが気軽

エーション

いては、平成

び国民生活を
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おり、風向、

の開港以来

に、平成23年

持つ総合港湾

済活動を支え

貿7,441万トン

億円におよぶ

ている。 

齢化社会の到

経済のグロ

横浜港におけ

れる。 

諸国の港湾に

路が減少する

合意」を締結

には、京浜港

これまで以

やアジア地域

的確に対応し

貨物の輸送拠

路と有機的に

強化が重要で

ド・ソフトの

港をより質の

ーフロントの

を形成してい

心や、水際線

軽に立ち寄れ

ンへの対応等

成23年３月11

を支える海上

潮流、水深

来、日本を代表

年に国際戦略港

であり、我

る重要な役割

ン、内貿4,47

等、中長期

来を迎え、

ーバル化の進

る取扱貨物量

おける貨物取

中、横浜港

結し、東京湾

港として国際

上に重要な役

域を結ぶ近海

ていくこと

拠点として、

連絡する道路

ある。これ

両面にわた

高い魅力的

形成を進め

くことが求

線・水域利用

れる親水空間

等が求められ

日に発生し

上輸送機能を確

など自然条件

表する国際貿

港湾に指定さ

が国の国際貿

割を果たして

76万トン、合

的には堅調に

国内市場の将

進展と東アジ

量もコンテナ

取扱量の増大

は平成20年に

の国際競争力

際コンテナ戦

役割を担うこ

海航路の更な

が求められて

その役割を果

路網の形成や

らに加え、荷

り更なる機能

な空間とする

るとともに、

められている

の要請が高ま

の創出、安全

ている。 

た東日本大震

確保するとと

件に恵まれた

貿易港として

され、平成2

貿易の窓口と

ている。 

合計11,917万

に推移してき

将来的な高成

ジア地域の急

ナ貨物を中心

大等を背景に

に東京港、川

力強化に向け

略港湾に選定

こととなった

なる拡充を進

ている。また

果たしていく

や国際フィー

荷主・船会社

能強化を図る

るため、歴史

、客船の寄港

る。 

まる中、自然

全な水域利用

震災のような

ともに、これ

た天然の

て発展し

26年には

として、

万トンに

きたが、

成長を見

急成長に

心に緩や

に、我が

川崎港と

けて様々

定され、

た。 

進めつつ、

た、横浜

く必要が

ーダー航

社等の顧

る必要が

史的資産

港促進に

然再生、

用のため

な大規模

れを基盤



16 

とする臨海部産業の早期回復及び事業の継続が図られるよう港湾の防災・減災対策を講ずるこ

とが求められている。 

今後も、世界経済や海運動向が変化するなかで、横浜港が果たすべき役割は大きく、求めら

れる期待に確実に応え、機能の充実に努めていくことが重要である。 

２－２ 目標年次 

横浜港への要請や内外の諸情勢の変化に的確に対応するため、計画目標年次を平成 30 年代後

半注）とする。 

注）推計にあたっては、平成 37 年としている。 

 

 

  



２－３

横（１）

横

とし

経済

平

拠点

船の

や国

今

に求

こ

・安

合港

 

 

【国際

国

横浜

【市民

市

かし

【安全

災

安全

 

３ 港湾計画

横浜港が目指

横浜港は開港

して、また、

済の発展に大

平成 22 年に

点港湾、航路

の受入への対

国内の輸送拠

今後も、横浜

求められる期

これらを踏ま

安心で環境に

港湾づくりを

際競争力のあ

国際物流や生

浜港の実現を

民が集い、憩

市民に身近な

し世界に誇る

全・安心で環

災害等非常時

全・安心な横

の方針 

指す姿 

港以来、都市

京浜・根岸

大きく寄与し

は国際コンテ

路特性を活か

対応、基幹航

拠点などとし

浜港が果たす

期待に確実に

まえ、横浜港

にやさしい港

を目指してい

る港】 

生産など国際

を目指す。 

う港】 

な親水空間の

るウォーター

境にやさしい

時の対応とと

横浜港の実現

 

市の発展に大

岸湾工業地帯

してきた。

テナ戦略港湾

かした国際ハ

航路の維持・

しての役割が

すべき役割は

に応え、機能

港は「国際競

港」を３つの

いく。 

際競争の激し

の整備などを

ーフロントの

い港】 

ともに、環境保

現を目指す。
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大きな役割を

帯を擁する工

湾に選定され

ハブポートの

拡大、完成

が期待されて

は大きく、世

能の充実に努

競争力のある

の柱とし、横

しい分野にお

を行うととも

の実現を目指

保全への取組

 

を果たしてい

工業港として

れ、京浜港と

実現に向け

自動車をは

いる。 

世界経済や海運

努めていくこ

港」、「市民

横浜経済の活性

いて、世界

に、客船の

指す。 

組みを通じて

いる。日本を代

、地域経済の

して釜山港等

、横浜港には

じめとした一

運動向の変化

とが重要であ

民が集い、憩

性化と市民生

的な動向に対

いる風景や歴

て地球環境問

代表する国際

のみならず、

港等に対峙で

は、超大型コ

一般貨物の輸

化のなかで、

ある。 

憩う港」及び

生活を豊かに

 

対応し競争力

歴史的資産な

問題の解決に

際貿易港

、わが国

きる国際

コンテナ

輸出拠点

横浜港

び「安全

にする総

力のある

などを活

に貢献し、



港（２）

今

路や

る三

効率

 

【国際

①

②

③

 

【市民

①

②

③

【安全

①

②

 

 

 

港湾計画の方

今回の港湾計

や、アジアを

三港それぞれ

率的な港湾運

際競争力のあ

①   国際コン

コンテナ船

対応し、コ

あわせて

ティクス施

を形成する

② 横浜港の

に取り扱え

③ 増大する

集荷力を強

民が集い、憩

①   市民や来

め、開かれた

水空間を創

② 物流機能

転換し、新

③ 我が国を

の創出を図

全・安心で環

① 発災時に

に強い港づ

② 親しみや

地球温暖化

方針 

計画は、国際

を結ぶアジア

れの特性を踏

運営など共通

ある港】 

ンテナ戦略港

船の大型化や

コンテナ埠頭

て、大水深・

施設を一体的

る。 

の主力取扱貨

えるよう、埠

港湾物流に

強化するとと

憩う港】 

来街者への身

たウォーター

創出する。 

能の沖合展開

新たな賑わい

を代表するク

図る。 

環境にやさし

に市民生活や

づくりを進め

やすく美しい

化対策など環

 

際戦略港湾京

ア航路の多方

踏まえた機能

通の基本的な

港湾として、基

やアジアを中

頭の再編・強

・高規格コン

的に配置した

物である完成

頭の機能転換

対応するため

もに、埠頭間

身近な親水空

ーフロントの

など利用形態

拠点づくり

ルーズポー

い港】 

経済活動を支

る。 

横浜港を次世

境保全の取組
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京浜港が一体

方面・多頻度

能分担、国・

な考え方に基

基幹航路の維

中心とした世

強化や先進的

ンテナターミ

た新たな埠頭

成自動車をは

換や集約を進

め、広域道路

間の円滑な交

空間の提供や

の形成を進め

態の変化が生

を進める。

トとして、客

支える拠点

世代へ引き継

組を推進する

体となり我が

度サービスの

港湾管理者

基づいて改訂す

維持拡大、近

世界の貨物量

的な施設整備

ナルと高度

頭を計画し、

はじめ、コン

進める。 

路ネットワー

交通を確保す

や海洋性レク

め、地区の特

生じている内

客船の大型化

として、横浜

継ぐため、緑

る。 

国と欧州や北

充実を目指

・民間の協働

するものであ

近海航路の更

の増加などの

を進める。 

度な流通加工機

臨海部におけ

ンテナ以外の

ークと臨港道

する。 

リエーション

特性を活かし

内港地区にお

化や寄港増加

浜港の防災機

緑地の確保、

北米等を結ぶ

し、京浜港

働体制の構築

ある。 

なる拡充に

の海運動向に

機能を有す

ける新たな物

の一般貨物を

道路を接続し

ン需要に対応

た快適で魅力

おいて、土地

加に対応し、

機能を強化し

水質環境の

ぶ基幹航

を構成す

築による

向けて、

に的確に

るロジス

物流拠点

を効率的

し、貨物

応するた

力ある親

地利用を

賑わい

し、災害

の改善、



 港３．

３－１ 

港湾

域(臨

 

水域

現

ある

横

ら 1

ら 2

賀市

運河

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸域

 

 

港湾計画の

港湾計画の

湾計画の範囲

港地区)約 2

域（港湾区域

現在設定され

る。 

横浜市鶴見区

151 度 30 分

203 度 50 分

市夏島町地先

河水面。ただ

(一級河

鶴見川(

(二級河

帷子川(

帷子川派

大岡川(

大岡川派

(準用河

入江川第

入江川(

入江川第

入江川小

入江川小

(普通河

千代崎川

鶴見川第

(運河) 

境運河(

旭運河(

宝運河 

新山下運

域(臨港地区)

範囲及び港

の範囲 

囲は、港湾区

2,800ha であ

域） 

れている港湾

区安善町と川

5,960 メー

7,230 メー

先最北端を順

だし、漁港漁

河川) 

(鶴見大橋以

河川) 

(電線橋以下

派流幸川 

(白金人道橋

派流中村川(

河川) 

第一派川 

(入江橋以下

第三小派川 

小派常盤川 

小派台川 

河川)  

川(小港橋以

第二派川 

(行政区画境

(鉄道橋以南

運河 

) 鶴見、

南本牧

 

港湾空間の

区域及び臨港

ある。 

表 I-３

湾区域は、平

川崎市川崎区

トルの地点、

トルの地点、

順次に結んだ

漁場整備法に

下下流) 

下流) 

以下下流)

久良岐橋以下

下流) 

下下流) 

界線以西、鉄

) 

神奈川、内

牧ふ頭、磯子
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の利用 

港地区を主な

-1 港湾計画

平成４年８月

区大川町との

同地点から

同地点から

だ線及び陸岸

により指定さ

下下流) 

鉄道橋以南)

港、大黒ふ頭

子、金沢の 11

範囲とし、水

画の範囲 

25 日に認可

境界運河(境

ら 219 度 4,9

ら 226 度 30 分

岸により囲まれ

れた柴漁港及

 

 

 

帷子川派流

帷子川小派

大岡川派流

大岡川小派

 

入江川第一

入江川第二

入江川第四

入江川第二

滝の川(鉄

 

鶴見川第一

 

 

安善運河

大黒運河

恵比須運河

鳳運河 

頭、山下ふ頭

1地区 

水域(港湾区

可を受けたも

境運河)河口中

920 メートル

分 1,450 メー

れた海面並び

及び金沢漁港

流新田間川 

派流新田間川

流堀川 

派堀割川 

一小派川 

二小派川 

四小派川 

二派川 

鉄道橋以下下

一派川 

河 

頭、新山下、

区域)約 7,30

もので次のと

中央地点、同

ルの地点、同

ートルの地点

びに次の河川

港の区域を除

川 

下流) 

、本牧ふ頭、

0ha、陸

おりで

同地点か

同地点か

点と横須

川及び

除く。 

本牧、
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図 I-３-1 横浜港港湾区域の範囲 
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３－２ 港湾空間利用ゾーニング 

臨海部全体の秩序ある発展を目指すとともに、物流・交流・環境・安全の多様な機能が調和

し、連携する質の高い港湾空間を形成するため、港湾の水域と陸域を以下のように利用する。 

 

○鶴見地区や神奈川地区は、京浜工業地帯における生産拠点としての機能のほか、研究開発

や物流関連等の機能集積を図る産学連携ゾーンとする。 

 

○内港地区から山下ふ頭地区へと続く都心臨海部は、観光資源が集積し、さまざまな人々が

訪れる交流拠点ゾーンとする。 

 

○大黒ふ頭地区、本牧ふ頭地区、南本牧ふ頭地区および新本牧ふ頭地区は、市民生活や地域

経済を支える高効率な港湾施設を配置した物流関連ゾーンとする。 

 

○本牧地区、磯子地区は、港湾を活用した先端産業が立地する生産ゾーンとする。 

 

○金沢地区は、海洋性レクリエーション活動や環境学習などの水域利用を促進するとともに、

自然の保全・再生を目指す緑地レクリエーションゾーンとする。 

 

 

図 I-３-２ 将来利用のゾーニング図  

 

  

：物流関連ゾーン 

：生産ゾーン 

：交流拠点ゾーン 

：緑地レクリエーションゾーン 

：産学連携ゾーン 

将来利用ゾーニング 
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